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首都圏在住の高齢者の抑うつの危険因子
―高次生活動作能力に着目して―

此　下　友　恵＊

Risk factors of Depression for seniors in urban areas
focus on Instrumental Activities of Daily Living （IADL）

KONOSHITA Tomoe

Abstract

The elderly population is increasing in Japan, policies are required to maintain and improve the physical 
and mental health of the elderly. We therefore have to determine which risk factors are more essential in 
effectively reducing or possibly preventing depression in seniors. These risk factors include Instrumental 
Activities of Daily Living （IADL）, the subjective sense of health, hobby, living alone, no counselor, 
bereavement, the subjective sense of economic conditions.  

This study was aimed at determining the impact of these risk factors on depression of seniors in urban 
areas. A questionnaire survey was conducted with 250 men and women aged 60 and over living in an urban 
area, and data was analyzed for 193 valid responses. lowering of IADL, living alone, a low subjective sense of 
health, and anxiety about economic conditions are the main causes of depression in seniors. Reduced IADL in 
particular increases the fear of death and diseases and makes seniors think them a burden to others. For this 
reason, reduced IADL is the strongest risk factor for depression in seniors. 

In conclusion, investigating and determining ways of improving IADL in seniors is of utmost importance in 
preventing depression in seniors.
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1 ．はじめに

日本は、医療の充実を背景に、高齢化が進行しており（張・中原, 2012）、総務省統計局の2020年 7 月時点の人
口推計によると、総人口に占める65歳以上の割合は28.7％である 1 ）。高齢化は今後も進行し続け、今世紀半ばには、
その割合は40％に達すると予測されている（高橋・太田・叶堂, 2009）。高齢化が進行する中で、高齢者の心身の
健康の維持、高い生活の質の保持、満足度の高い日常生活の維持、生きがいへの対策の早急な取り組みが、求め
られている（浅井・新開・井門, 2001；本田ら, 2005；佐藤・佐藤・山下, 2002）。

高齢期は、様々な問題を抱える時期である。身体面では、加齢に伴う身体の衰えや多くの疾病の罹患を経験す
る（本田ら, 2005；増地・岸, 2001）。精神面では、死や介護への不安や（和田, 2000）、近親者との死別、職場や
家庭での役割や交流の減少などを経験する（本田ら, 2005）。社会的役割の減少は主観的経済不安の増強にも繋が
る。これらの様々な問題が、高齢者の抑うつの危険性を高めることが指摘されている（Wada et al., 2004）。

高齢者の抑うつの危険因子として、「日常生活動作（Activities of Daily Living, 以下ADL）能力」が、多くの
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研究で取り上げられてきた（木村・神崎, 2013；Wada et al., 2004）。高齢者の場合、軽微な疾患や転倒を機に、
生体防御能や栄養状態の悪化、症候の慢性化・難治化に至りやすい（松井・藤原, 2016）。さらに心身の健康は、
密接に関連しているため（和久井ら, 2007）、ADL能力の低下が精神機能の低下や寝たきりに繋がることもあり（浅
井ら, 2001）、ADL能力が重要視されてきた。しかし、地域で自立して生活する高齢者の身体的健康度の測定は、
ADL能力による評価では不十分であると指摘されている。それは、地域で自立した生活を送る場合、ADL能力
よりも複雑な動作・判断・認知機能、高次の活動能力を要するからである（藤原ら, 2003；村上ら, 2007）。そこ
で注目されているのが、「高次生活動作（Instrumental Activities of Daily Living, 以下IADL）能力」である。　　

IADL能力の低下は、自発的な活動の低下を導く一因であり（佐藤ら, 2002）、抑うつと有意な正の相関がある
ことも確認されている（葛谷ら, 2006）。一方で、自発的な健康維持活動により、その低下を予防できる可能性が
あり（金・堀米, 2011）、70歳代であってもIADL能力は向上しうることも示されている（鈴木ら, 2009）。このこ
とからIADL能力は、介入により向上する可能性があるため、抑うつ対策の一つとして有効に作用すると推測さ
れる。IADL能力は、運動習慣や健康的な食生活、趣味、対人交流、老への肯定的態度、心理的安定などと正の
関連があることが示されているが（神宮ら, 2003）、IADL能力の具体的な項目と抑うつとの関連は明確に示され
ていない。そこで、抑うつ対策として、IADL能力のどの側面に介入することが効果的かを明らかにすることが
重要である。

IADL能力の解釈には、調査を行なった環境の違いを考慮する必要がある（鈴木ら, 2007）。首都圏在住の高齢
者は、施設数や交通利便性の豊さにより（斎藤ら, 2015）、活動範囲が広く（渡辺ら, 2004）、外出頻度も多く、趣
味活動が盛んな傾向がある（斎藤ら, 2015）。このことから、施設や交通利便性の豊かさが、IADL能力に影響す
ると推測され、首都圏の高齢者のIADL能力の介入について検討する場合には、首都圏のみを対象に調査を行う
必要がある。さらに、高齢者の心身の健康について検討するにあたり「高齢者向けクラブの参加者」を対象とす
る重要性が指摘されている。それは、高齢者の健康づくりを広めていく上で、高齢者向けクラブの活動は、行政
にとって協働すべき魅力あるものであるにも関わらず、そのような参加者を対象とした調査が少ないためである

（神宮ら, 2003）。そして、高齢者の抑うつとIADL能力の関連を明らかにするには、その他の抑うつの危険因子
の影響を考慮する必要もある。高齢者の抑うつに関する先行研究のレビューの結果、主観的健康感、余暇活動、
相談相手、独居、死別や主観的経済不安も、抑うつと関連していることが示されている（古川ら, 2004；木村・
神崎, 2013；岸ら, 2005；中村・山田, 2009；高橋, 1994；坪井ら, 2004；Wada et al., 2004）。これらの側面が抑う
つに影響している程度と、これらを統制した場合のIADL能力の影響力の程度も明らかにする必要がある。

以上をふまえ、本研究では、首都圏在住で、高齢者向けクラブに参加している高齢者の抑うつの危険因子を明
らかにすることを目的に、IADL能力・主観的健康感・余暇活動・相談相手・同居家族・死別体験・主観的経済不
安の、抑うつへの影響力を検証する。また、IADL能力については項目別の検証も行い、抑うつを予防・軽減する
ために介入すべきIADL能力の項目の把握と、行うべき取り組みや支援のための示唆を得ることを目的とする。

豊かで活力のある高齢社会の実現には、健康な高齢者の健康維持や生きがい対策への取り組みが重要である（藤
原ら, 2003；佐藤ら, 2002）。その取り組みには、各地域の特性を踏まえた検討が必要であり（斎藤ら, 2003）、首都
圏の高齢者を対象とした、本調査の知見は、首都圏在住の高齢者向けの施策への基礎的資料となると考えられる。

2 ．方法

2 ．1 　調査対象者と調査方法
首都圏の一般世帯で自立して生活しており、日常生活上で認知機能による問題がなく、質問紙に自己回答可能

で、高齢者向けクラブに参加している60歳以上の男女250名を対象に、質問紙調査を実施した。調査協力は、首
都圏の社会福祉協議会に登録されている、高齢者対象の地域交流サロンやクラブ等の責任者に依頼した。調査対
象者には研究概要説明後、質問紙を渡し、郵送にて回収した。調査実施期間は、2017年 9 月から11月であった。

193名から回答を得た（回収率77.20％）。回答に不備のあった 3 名を除き、年齢範囲は60歳から93歳、平均年
齢は72.17歳（SD＝8.09歳）、男性が66名（34.20％）、女性が124名（64.25％）であった。調査対象者の年代別男
女別の人数と各平均年齢を表 1 に示す。
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2 ．2 　質問紙
2 ．2 ．1 　抑うつ

抑うつの測定には、日本語版老人用うつスケール短縮版（GDS-15）（矢冨, 1994）を使用した。GDS-15は、
Brink et al.（1982）の短縮版Geriatric Depression Scale（Sheikh & Yesavage, 1986）の日本語版であり、抑う
つに対する、身体的症状の交絡についても考慮されている（高岡・木立, 2016）、高齢者用の抑うつ尺度である（杉
下・朝田, 2009）。「生活に満足していますか」や「いま生きていることは素晴らしいと思いますか」などの15項
目で構成されている。「はい」「いいえ」の 2 件法で、各 1 点、 0 点を付与し、15項目の合計得点を算出する。得
点の高さは抑うつ傾向の高さを表している。

2 ．2 ．2 　IADL能力
IADL能力の測定には、老研式活動能力指標（古谷野ら, 1987）を使用した。一般世帯で自立した生活を営む

高齢者の活動能力の測定に適した尺度である（藤原ら, 2003；古谷野・柴田, 1992；鈴木ら, 2007）。手段的自立
と知的能動性と社会的役割の 3 因子13項目で構成されている。質問項目は、手段的自立は「日用品の買い物がで
きる」、知的能動性は「本を読む」、社会的役割は「家族や友人の相談にのる」などである。「はい」「いいえ」の
2 件法で、各 1 点、 0 点を付与し、13項目の合計得点を算出する。得点の高さはIADL能力の高さを表している。
なお、古谷野ら（1993）に即して、無回答が 3 項目以下の者は当該項目について「いいえ」を選択したものとみ
なし、 4 項目以上の者は分析から除外した。

2 ．2 ．3 　基本属性　
基本属性として、年齢は数字を記入してもらう方法で、性別は男性か女性の 2 択で回答を求めた。また首都圏

在住の高齢者の抑うつの危険因子として、主観的健康感・余暇活動・相談相手・同居家族・死別体験・主観的経
済不安についても尋ねた。回答は、本研究で用いた上記の尺度と同様に 2 件法とした。各項目に対する質問と選
択肢は表 2 の通りである。

2 ．3 　倫理的配慮
調査対象者に、本研究概要や倫理的配慮、任意参加について説明後、質問紙を配布した。質問紙と返送を自記

入式かつ無記名として、個人の特定や情報漏洩に配慮した。質問紙の回答と返送をもって、インフォームド・コ
ンセントが得られたと判断した。国立大学法人お茶の水女子大学人文社会科学研究の倫理審査委員会の承認を得
て実施した（2017-82）。

3 ．結果

3 ．1 　分析方法
本研究は、首都圏在住の高齢者の抑うつの危険因子を明らかにすることが目的であった。抑うつの危険因子と

して、IADL能力・主観的健康感・余暇活動・相談相手・同居家族・死別体験・主観的経済不安を取り上げ、抑
うつに対する影響力の検証を行なった。

まず、抑うつやIADL能力、基本属性の記述統計量を算出した。次に、各変数と抑うつの相関をPearsonの相

表 1 　調査対象者の年代別の人数・性別・平均年齢の構成

年代 男性　（名） 女性　（名） 合計　（名）（平均年齢、SD）
60歳代　 26（39.39％）   48（38.71％）   74（M＝63.86歳、SD＝3.15）
70歳代　 29（43.39％）   45（36.29％）   74（M＝74.23歳、SD＝2.95）
80歳以降 11（16.67％）   31（25.00％）   42（M＝83.17歳、SD＝3.53）

合計 66（100％） 124（100％） 190（M＝72.17歳、SD＝8.09）
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関係数にて算出した。そして、従属変数に抑うつ、独立変数にIADL能力と基本属性を投入した重回帰分析を行っ
た。最後に、IADL能力の各項目と抑うつの関係性をPearsonの相関係数にて確認した。分析には、SPSS for 
Mac ver.24.0を使用した。

3 ．2 　調査対象者の現状把握
3 ．2 ．1 　抑うつ

GDS-15の得点範囲は 3 点から13点で、平均は3.57点（SD＝3.44）であった（α＝.84）。 6 点以上の者を「抑う
つ臨床相当群」とみなした場合（Fukunaga et al., 2012；Schreiner, Hayakawa, Morimoto, & Kakuma, 2003；杉
下・朝田, 2009；Wada et al., 2004；和久井ら, 2007；渡辺・今川, 2013）、抑うつ臨床相当群には53名（27.46％）
が該当した。

3 ．2 ．2 　IADL能力
老研式活動能力指標の得点範囲は、3 点から13点で、平均は11.76点（SD＝1.92）、 103名（53.37％）が満点（13

点）であった（α＝.77）。60歳代、70歳代、80歳以降についての年代比較を、一元配置分散分析（F（2,184）＝3.13、
p＜.05）、Tukeyの多重比較で行った結果、60歳代（M＝12.00点、SD＝1.62）と80歳以降（M＝11.12点、SD＝2.58）
に有意差があり、80歳以降は60歳代より有意にIADL能力が低いことが確認された。　

3 ．2 ．3 　基本属性
基本属性に対する回答分布および抑うつとの相関を表 2 に示す。死別体験以外の 5 項目に抑うつと有意な相関

が示され、余暇活動を除く 4 項目が 1 ％水準で有意であった。

3 ．3 　抑うつの危険因子
IADL能力は、抑うつ臨床相当群（M＝10.30点, SD＝2.51）と非相当群（M＝12.33点, SD＝1.25）で、有意な差

があり（χ2＝5.63, df＝1, p＜.01）、抑うつと有意な中程度の負の相関があった（r＝.-47, p＜.01）。次に、抑うつに
与える影響力を検証するため、抑うつを従属変数とした重回帰分析を実施した。独立変数には、IADL能力・主
観的健康感・余暇活動・相談相手・同居家族・死別体験・主観的経済不安・年齢・性別を投入した。その結果、
IADL能力（β＝-.34, p＜.01）、主観的健康感（β＝.27, p＜.01）、同居家族（β＝.16, p＜.01）、主観的経済不安（β
＝.23, p＜.01）、によって高齢者の抑うつの45％が説明されることが明らかになった。また、Nathans, Oswald, & 
Nimon （2012） によると、重回帰分析における部分相関係数の 2 乗値によって、各独立変数が従属変数に与える
影響力を確認することができるとされている。この方法においても、高齢者の抑うつには、IADL能力が最も強

表 2 　基本属性の質問内容と回答の選択肢

項目 質問内容 選択肢 割合 抑うつ
1 　主観的
　　健康感

現在の健康状態を
どのように感じていますか

1 ．健康である
2 ．健康ではない

78.76％
20.21％

-.44＊＊

2 　余暇活動 余暇活動はしていますか 1 ．している
2 ．していない

73.58％
24.87％

.33＊

3 　相談相手 悩み事などを相談できる相手はいますか 1 ．いる
2 ．いない

90.16％
  8.29％

.28＊＊

4 　同居家族 現在、一人暮らしですか、
家族等と同居していますか

1 ．同居している
2 ．一人暮らし

75.13％
23.83％

.20＊＊

5 　死別体験 これまでに死別を
経験したことがありますか

1 ．いいえ
2 ．はい

20.94％
79.06％

.05

6 　�主観的
　　経済不安

現在の経済状況に
不安はありますか

1 ．不安はない
2 ．不安がある

66.84％
31.60％

.37＊＊

＊p＜.05, ＊＊p＜.01
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く影響していることが確認された（表 3 ）。つまり抑うつの予防や軽減には、IADL能力の向上のための介入を
行うことが、最も効果的であることが示された。

抑うつ対策として、IADL能力への介入の重要性が示された一方で、IADL能力には様々な項目があることから、
特に介入すべきIADL能力を明確にするべきである。そこで、IADL能力の各項目と抑うつの関係性をPearsonの
相関係数で検証した。表 4 に示す11項目に抑うつと有意な相関が示されたため、これらに関連する支援が特に重
要であると考えられる。

さらに、IADL能力得点は、60歳代と80歳以降で有意な差があることも示されたことから、加齢による影響を
うけやすい項目を明らかにするために、各質問項目に関する、60歳代と80歳以降の得点比較をχ2検定にて実施
した。その結果「バスや電車を使って、一人で外出ができる」（χ2＝5.88, df＝1, p＜.05）、「自分で食事の用意が
できる」（χ2＝7.66, df＝1, p＜.01）、「家族や友達の相談にのることがある」（χ2＝9.78, df＝1, p＜.01）という 3 項
目に関連する能力ほど、加齢に伴い低下しやすい可能性が示唆された。

表 3 　抑うつに対する重回帰分析

変数 B SE B β t p 部分相関係数 部分相関係数 2 乗値
IADL能力 -.60 .11 -.34 -5.36 .00 -.30 0.0900
主観的健康感 2.28 .54 .27 4.25 .00 .24 0.0576
余暇活動 .40 .50 .05 0.79 .43 .05 0.0025
相談相手 .82 .76 .07 1.09 .28 .06 0.0036
同居家族 1.25 .47 .16 2.64 .01 .15 0.0225
死別体験 .26 .48 .03 0.54 .59 .03 0.0009
主観的経済不安 1.68 .45 .23 3.76 .00 .21 0.0441
年齢 -.03 .03 -.06 -1.01 .31 -.06 0.0036
性別 -.47 .42 -.07 -1.11 .27 -.06 0.0036
ΔR² .45 ＊＊

調整済みR² .42 ＊＊

＊p＜.05, ＊＊p＜.01

表 4 　老研式活動能力指標（古谷野ら, 1987）の各項目と抑うつの相関

質問項目 質問内容 抑うつ
項目 1 バスや電車を使って一人で外出ができますか -.20＊＊

項目 2 日用品の買い物ができますか　　　 -.20＊＊

項目 3 自分で食事の用意ができますか　　　 -.27＊＊

項目 4 請求書の支払ができますか　　　 -.19＊＊

項目 5 銀行預金・郵便貯金の出し入れが自分でできますか　　　 -.32＊＊

項目 6 年金などの書類が書けますか　 -.10
項目 7 新聞などを読んでいますか　　　 -.16＊

項目 8 本や雑誌を読んでいますか　　　 -.23＊＊

項目 9 健康についての記事や番組に関心がありますか　　　 -.10
項目10 友達の家を訪ねることがありますか -.41＊＊

項目11 家族や友達の相談にのることがありますか　　　 -.34＊＊

項目12 病人を見舞うことができますか　　　 -.32＊＊

項目13 若い人に自分から話しかけることがありますか　 -.26＊＊

＊p＜.05, ＊＊p＜.01
注：太字の質問項目は、60歳代と80歳以降で有意差が示された項目である。
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4 ．考察

本研究は、首都圏在住の高齢者の抑うつに対するIADL能力・主観的健康感・余暇活動・相談相手・同居家
族・死別体験・主観的経済不安の影響力を明らかにすることであった。

首都圏在住の高齢者について、約 3 割に抑うつ症状が認められた。この結果は、北海道・滋賀県・京都府・三
重県在住の約6000名を対象にしたWada et al.（2004）と同様であった。本研究ではサロンやクラブに参加して
いる高齢者を対象としたが、それでも約 3 割に抑うつ症状が認められたため、クラブ等非参加者を含めた首都圏
の一般世帯で生活する高齢者は、さらに高い抑うつ割合を示す可能性が考えられ、抑うつ対策の重要性が確認さ
れた。

4 ．1 　高齢者の抑うつの要因について
分析の結果、IADL能力の低さ・主観的健康感の低さ・独居であること・主観的経済不安を抱いていることが、

抑うつの増強に有意に作用していることが示された。特に、IADL能力が抑うつに最も強く影響しており、
IADL能力に対する介入が、抑うつの予防や軽減のために、最重要である可能性を示した。

IADL能力が抑うつと密接に関連している背景として 3 点推測される。 1 点目は、IADL能力の低下に伴う不
安の増大である。この不安には、死や病気、自身の要介護状態、認知症など老い全般に対する不安が含まれてい
る（田中・長谷川, 2012；和田, 2000）。 2 点目は、IADL能力の低下により、周囲に迷惑をかけることへの懸念
を抱くことである。うつ病の高齢者は、老いや病気により、身近な人や社会の人々に対して、無力感や負い目を
感じていることが示されている（田中・長谷川, 2012；宇佐美ら, 2015）。 3 点目は、IADL能力の低下の持続的
な実感である。IADL能力の低下は、日常生活において物理的、直接的に多大なる負担をもたらすと同時に、そ
の負担を生涯にわたり背負っていかなければならない（池内・藤原, 2009）。強いストレスも、時の経過により緩
和する場合には、抑うつ症状の増加は見られにくいが（Chan et al., 2012）、IADL能力は、加齢も影響し、日々
悪化していく可能性の方が高い。以上より、IADL能力の低下は、日常生活の遂行を困難にさせると同時に、強
い精神的負荷ももたらすために、抑うつに影響していると考えられる。そのため、高齢者の心身の健康度の向上
に、IADL能力への介入は不可欠で、IADL能力の低下の予防が、高齢者の自立的な日常生活の継続と抑うつの
予防や軽減に繋がると考えられる。

4 ．2 　加齢に関連するIADL能力低下への対策
IADL能力のうち、抑うつと有意な関連があり、60歳代と80歳以降の間に有意な差が見られた項目は「バスや

電車を使い、一人で外出ができる」「家族や友達の相談にのることがある」「自分で食事の用意ができる」の 3 項
目であった。

第 1 項目の外出について、首都圏在住の高齢者は、交通手段が盛んであるために外出頻度が高く、その結果、
健康関連QOLやADLが保たれていると指摘されている（渡辺ら, 2004；柳原ら, 2017）。そのため、交通手段があ
る状況においても、加齢に伴い外出が困難になることは、能動的な社会活動の低下をもたらす（渡辺ら, 2004）。
さらに外出することは、身体的活動量の増加、精神的健康度の向上や活動意欲の向上にも寄与する（浅井ら, 
2001；青木, 2008；本田ら, 2005）。高齢者にとって外出頻度の維持は重要で、そのためにも社会や他者との交流
の機会の確保が必要である（中村・山田, 2009）。この点は、社会的孤立の予防および他者交流の増加に繋がるこ
とから、以下第 2 項目の相談相手にも関連する。

松本・東候（2001）は、一番近いところに同居者がいることは、身体面のこともすぐ相談に乗ってもらえて、
心配事や悩みも聞いてもらえるため、精神的に安心できるとともに、自分の健康への自信や精神的健康感の高さ
にも関連すると述べており、石ら（2013）は、独居高齢者が身体面や生活面に何らかの不便がある場合に、近く
に住んでいる友人や近隣からの支えが家族の役割を果たし、心身とも負担が軽減されると考えている。社会的孤
立は抑うつや主観的健康観の高さとも有意な関連があることからも（齋藤・川南, 2017）、相談相手の存在は高齢
者の心身の健康に深く関与していると言える。この点は、本分析により有意な抑うつの危険因子であると示され
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た、独居であることや主観的健康感の低さと抑うつの関連を、相談相手の存在が緩和する可能性もあると考えら
れる。加齢に伴う配偶者との死別も含め、首都圏は高齢者の独居率の増加も顕著で、孤独感や不安感を持ちやす
い環境にあり（和久井ら, 2007）、友人知人との交流や、町内会自治体への参加割合が低いことが指摘されている

（斎藤ら, 2015）。本研究では、サロンやクラブの参加者を対象に調査を行なったが、それでもなお同居者や相談
相手の存在が抑うつに強く関連していた。したがってクラブ等非参加者の場合には、この傾向はさらに顕著に示
されると推測される。

第 3 項目の食事について、身体的虚弱の要因には低栄養状態が関連しており（渡辺ら, 2004）、自宅で暮らす要
支援高齢者の場合、食事メニューの単一化や、食欲の低下、買い物の制限などの問題が生じていることが指摘さ
れている（田辺・井上, 2014）。高齢者の栄養状態の改善策として、高齢者向けの料理教室および、食事を誰かと
一緒に摂る共食の機会を提供することが有効であると考える。共食の機会は、食物の適切な摂取とともに、
QOLの向上に期待ができる（津村ら, 2004）。木村・神崎（2013）も、食欲や食べる楽しみと精神的健康度の高
さの関係を示しており、本策は有効であると考えられる。

首都圏在住の高齢者への介入としては、就労の機会の提供も挙げられる（出村ら, 2003）。経済的に余裕がない
ことは、疾病の診断や治療などを十分に受けられず、健康に支障が生じる恐れがあり、その不安が、主観的健康
感を低下させる（石ら, 2013）。本研究において、主観的経済的不安や主観的健康感も有意な抑うつの危険因子で
あると指摘されていたことから、就労の機会の提供は、これらの不安およびそれに伴う抑うつの予防・軽減にも
寄与すると考えられる。しかし、高齢者の就労割合は地方よりも首都圏の方が低いとの報告があり（斎藤ら, 
2015）、高齢者の社会参加活動についてニーズと実際とのミスマッチが指摘されている（藤原, 2017）。社会の少
子化に伴って予想される労働力不足時代に対応するためにも、高齢者の活力を生かすことが必要であり、高齢に
なっても働ける場の環境整備が求められる（佐藤ら, 2002）。首都圏は、施設の充実や、交通の利便性の高さから

（斎藤ら, 2015）、社会参加も多様な選択肢がある。そのような首都圏の利点を活かし、様々な社会参加の機会を
設けることで、心身の健康度の向上が期待される。

5 ．限界点と今後の研究への示唆

本研究には、今後の研究で配慮すべき、 4 点の限界点がある。 1 点目は、抑うつとIADL能力の関係性につい
てである。本研究では、抑うつとIADL能力の因果関係の検証を横断的調査によって実施した。そのため結果の
解釈には限界があり、今後は縦断的調査を行い、IADL能力と抑うつの因果関係を明確にすることが求められる。
2 点目は、高齢者の年齢についてである。本研究は、内閣府の調査を参考に、調査対象者を60歳以上とした。一
方、65歳以上を高齢者とみなす研究も多く、 5 歳の差が研究結果に影響している可能性は否めない。また加齢変
化についても、60歳代と80歳代で 3 項目に有意差があることが確認されたが、その背景は明確にできていない。
この傾向が首都圏のみに該当するのかも確認されていない。今後は高齢者の年齢区分および加齢変化について詳
細な検討が求められる。 3 点目は、分析についてである。本調査では、調査対象者が高齢者であることに配慮し、
全項目を 2 件法に統一した。 2 件法で得た回答を連続変数とみなして分析を行ったため、結果の解釈はその点に
留意する必要がある。次の調査では、回答選択肢の増加と、より詳細な分析を行うことが課題である。 4 点目は、
調査対象者の認知機能についてである。本研究では調査対象者を、生活上で認知機能の問題がない者としたが、
その判断は明確な基準によるものではない。また、認知機能障害を有している場合は、コミュニケーションや、ソー
シャル・サポートの満足な授受を困難にするため、孤独感や抑うつを増強させる可能性があり（古川ら, 2004）、
認知機能の高低で、抑うつに影響している要因が異なると考えられる。今後は、明確な認知機能の測定と、認知
機能別での更なる検証が必要である。

【註】

1 ．総務省統計局 人口推計 令和 2 年 7 月報　https://www.stat.go.jp/data/jinsui/pdf/202007.pdf（2020年 8 月 8 日検索）
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